
お客様ニーズ
経理業務における内部統制の実施と
連結決算のスピードアップを狙う
日本ハムは、長年にわたって自社内の情報システ
ム部門が独自に開発した経理システムを運用し
てきました。このシステムはホスト系の基幹システ
ム、分散型のシステム、クライアント・サーバーシス
テムなどが多層的に組み合わされたものです。
2003年6月、多様な経理情報を日本ハムグルー
プ全体の経営戦略に、より積極的に活用してい
こうとする構想のもとに、同社はIBMビジネスコ
ンサルティングサービス株式会社に調査を依頼
しました。
経理データを経営情報として活かすには、決算
処理の早期化が欠かせません。従前、独自の
経理システムの開発・運用に関与したことがあっ
た日本ハム株式会社経理部次長 畑 佳秀氏は、
「一部の先進的な企業が行っていた決算の月
内開示を、日本ハムグループにおいても実現さ
せたいと考えていました」と語ります。日本ハムで
は、従来から米国基準に準じた連結決算を開示
していましたが、2002年に米国議会で承認され
たSOX法の流れは遠からず日本にも波及すると
の予測のもと、グループ全体における内部統制
の強化を実現することも課題となっていました。ま
た、多くの企業がコンプライアンスを重視した経営
に取り組みはじめる中、日本ハムでも、経理業務
や情報システムの側面を含め、企業活動全体の
透明性を高めることが求められていました。
このような状況を踏まえて、約半年をかけて経理
業務の現状分析と課題の整理が行われていきま
した。2004年2月、「グループ全体の内部統制強
化と決算精度の質的向上」、「経理業務および
資金調達の効率化」、「決算の早期化」を3大目標
として、経理システム全体を刷新するプロジェクト
がスタートしました。

mySAP ERPの導入で、
経理事務の集中管理と透明化を促進し、
グループ全体の内部統制の基盤を構築

Overview

◆チャレンジ
日本ハム株式会社（以下、日本ハム）は、約
110社のグループ会社とともに「ハム・ソーセー
ジ」、「加工食品」、「食肉」、「水産」および
「乳製品」などの事業領域においてビジネスを
展開しています。日本ハムは長年にわたり自社
内の情報システム部門が独自に開発した経理
システムを運用してきましたが、長期間にわたっ
て多くの機能を追加してきたことから、データ
やファイルが分散され、一部にはレスポンスの
遅れも発生していました。多様な経理情報を日
本ハムグループ全体の経営戦略に、より積極
的に有効活用していこうとする構想のもとに、
2004年2月、経理システム全体を刷新するプロ
ジェクトがスタートしました。

◆ソリューション
新しい経理システムは、「日本ハムグループ全
体の内部統制強化と決算精度の質的向上」、
「経理業務および資金調達の効率化」、「決
算の早期化」を目標とするものでした。目標実
現のため、mySAP™ ERP(SAP®ソリューショ
ン)が導入され、ハードウェアには、社内のスキ
ル活用とホスト・システムとの親和性を考慮し、
すでに基幹システムにおいて使用されている
IBM® System i5™ 9406モデル570が採用さ
れました。

◆オンデマンド・ビジネスへの変革
個別事業分野別に日本ハムとグループ会社を
統合した経理データを作成するシステムを構築
することで、より的確な経営判断や、投資家向
けの開示情報の精度向上の支援強化となる
ことを目指しています。また、損益分析のみなら
ずより高い資産効率の実現に向けて、バラン
スシート分析を重視することも重要な要件とし
ています。さらに、経理データの統合に際して
は、データ発生源までの会計情報トレーサビリ
ティーを高めることも重要な課題としています。

◆価値あるイノベーション
従来は、日本ハム内だけでも会計単位の拠点
が40個所あまりに置かれていたのに対して、新
システムでは集中管理を実現することができま
した。集中化によって、事業別の経理処理の
標準化が実現され、データを一元管理して利便
性を高め、各種分析資料作成のスピードも上
がりつつあります。これによって、各事業部門が
経理データをさまざまな意思決定のために活用
できるようになっています。また、紙の消費量を
減らし環境にも貢献するペーパーレス化も推進
しています。

◆効果
SAPソリューションの導入によって、日本ハム
グループ全体に共通のプラットフォームが提供
され、グループ相互の横の連携か強化されると
ともに、情報の共有も促進されました。また、シ
ステム開発部門のスキルアップも実現すること
ができました。

◆ソリューション製品構成
・インダストリー：食品（加工・販売・流通）

・ソフトウェア：mySAP ERP、Tivoli®ソフトウェ
ア、DB2 Universal Database™

・ハードウェア：IBM System i5 9406 モデル
570

・サービス：IBMビジネスコンサルティングサービ
ス株式会社、アプリケーション・メンテナンス・
サービス(AMS)



質の高いシステムを実現することで、
誰もが安心して業務を遂行できます。
SAPソリューションの導入は、
日本ハムグループ全体に共通の
プラットフォームを提供するもので、
グループ相互の横の連携を強め、
情報の共有が促進されていくものと
思います。
日本ハム株式会社　経理部　次長　畑佳秀氏

ソリューション
会計システムの耐監査性向上と
高い開発生産性を重視
従来の経理システムには、開発から10年以上を
経たものも多く、長期間にわたってさまざまな機能
を追加してきたことから、データやファイルが分散
され、一部にはレスポンスの遅れも発生していま
した。このため、全体の処理に統一性を確保し、
データ管理を一元化することも新システムの課題
でした。
新経理システムの実現に向け、ハードウェアに
IBM System i5 9406 モデル570、運用系ミドル
ウェアにTivoliソフトウェアの採用が決まりました。
すでに基幹システムにおいて、IBM eServer™ 

iSeries™、Tivoliソフトウェアを採用しており、社内
の運用スキル活用とホスト・システムとの親和性を
考慮したものです。また、SAPソリューションの導
入も、2004年の初めに決定されました。「最終決
定までには、SAPユーザーを何社も訪問して意見
を聞きました。食品業界にも既に多くのSAPユー
ザーがいて、開発効率やメンテナンス性の高さ、
ERPに欠かせないデータ活用の利便性などが印
象に残りました」（畑氏）
日本ハムグループは、「ハム・ソーセージ」、「加工
食品」、「食肉」、「水産」および「乳製品」などの
事業領域においてビジネスを展開しています。事
業分野別に日本ハムとグループ会社を統合した
経理データを作成することで、より的確な経営判
断が可能になるだけでなく、投資家向けに開示
する情報の精度も大きく向上できます。また、より
高い資産効率の実現に向けて、ROA（総資産利
益率）を初めとするバランスシート重視の管理手
法を支援することも、新システムの狙いとなりまし
た。さらに、経理データの統合に際しては、データ
の発生源までの会計情報トレーサビリティーを高
め、部門ごとの業務分析を精緻化していくことも
重要な課題でした。これらの狙いを実現し課題を
克服する上では、世界各国で多くの企業に採用
されてきたSAPソリューションの実績が役立ちま
した。
「当初、SAPソリューションに対しては、一種の既
製服のようなイメージがあって、これまで自前で開
発してきたシステムのように融通が利くのか不安
もありました。開発にあたっては、当社グループの
要件を十分検討し最適な範囲の追加開発を計
画しました。また、グループ全体でプラットフォーム
を共通化することで経理業務を標準化していくこ
とも目指すこととしました」（畑氏）

導入効果
管理資料の作成がスピードアップし、
経理業務の「見える化」を促進
2005年4月、新システムの第1段階として、本社と
グループ企業1社における新システムの本稼働
が始まりました。2006年5月から、グループ企業へ

の展開が順次スタートし、2006年12月末累計で
22社への新システム導入が終わっています。従
来は、本社内だけでも経理事務の拠点が40個
所あまりに置かれていたのに対して、新システム
の稼働により、経理事務の集中管理を実現する
ことができました。集中化によって、事業別の経理
処理の標準化を進めると同時に、データを一元
管理して利便性が高まりつつあります。「『見える
化』などシステム導入目標を早期に実現させるた
めには、グループ会社への導入展開を円滑に進
めることが重要課題です」（畑氏）

将来展望
グループ全体のインフラ整備と
戦略情報としての経理データ活用
今後、日本ハムグループ全体に新システムが展開
されることによって、連結決算早期化等システム
導入目標が実現されます。新システムによってデー
タのセキュリティーや会計情報トレーサビリティー
が確保されたことを最大限に活かし、さまざまな階
層において戦略的な発想を引き出すためのインフ
ラが生まれることが期待されます。今後は、人事
情報システムなど、他の基幹系システムとの融合
も視野に入れ、総合的な問題解決に向けた取り
組みがさらに続いていきます。

〒 　東京都港区六本木
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